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本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに

関する記述・言明は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて行った判

断・評価・事実認識・方針の策定等に基づいてなされもしくは算定されています。

また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記述を

行うために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされもしくは算定したもので

す。

将来の予測及び将来の見通しに関する記述・言明に本質的に内在する不確定

性・不確実性及び今後の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状況変化等

による変動可能性に照らし、現実の業績の数値、結果、パフォーマンス及び成果は、

本資料及び本説明会におけるご説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに関

する記述・言明と異なる可能性があります。

* 本資料中の「E」は記載の数値が計画または業績予想であることを表しています。



平成１７年度決算のポイント

【収支】

◎ 減収幅は縮小

◎ 営業利益は減益幅が縮小

1.2兆円規模の利益を確保

◎ 営業収益、営業利益ともに業績予想を上回る水準を
確保

【契約数】

◎ Ｂフレッツは前年度の2倍以上の175万契約純増

◎ ＦＯＭＡは1,200万契約純増

Ｈ15:11兆955億円 → H16:10兆8,059億円 → H17:10兆7,411億円
▲2,897億円 ▲647億円

Ｈ15:1兆5,603億円 → H16:1兆2,112億円 → H17:1兆1,907億円
▲3,491億円 ▲205億円
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平成１８年度業績予想のポイント
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【収支】

◎ 業績予想は「増収・増益」を見込む
− ＩＰ関連収入、ソリューション・端末収入の増収により、音声関連

収入の減収をカバーし、トータルで「増収」への転換を図る

【契約数】
◎ Ｂフレッツは前年度の1.5倍にあたる270万の純増数

を目指す

◎ ＦＯＭＡへのマイグレーションを推進し、末施設数で
2/3の確保を目指す

＜営業収益＞ H17：10兆7,411億円 → H18：10兆8,000億円 （+589億円）

＜営業利益＞ H17： 1兆1,907億円 → H18： 1兆2,000億円 （+  93億円）



平成１８年度の株主還元について
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◎ オーバーハング※1解消後の株主還元は、配当に軸足

【平成１７年度】 【平成1８年度（予定）】

年間配当金 6,000円 ⇒ 8,000円

（中間期より実施予定）

※1 政府保有株式の供給圧力
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当期
（億円）

前期
（億円）

増減
（億円／％）

営業収益 108,059 ▲647 ▲0.6％107,411

営業費用 95,947 ▲442 ▲0.5％95,504

営業利益 12,112 ▲205 ▲1.7％11,907

営業外損益 5,1211,152 ▲3,969 ▲77.5％

税引前利益 17,23313,059 ▲4,174 ▲24.2％

当期純利益 7,1024,987 ▲2,115 ▲29.8％

法人税等 7,1395,422 ▲1,717 ▲24.1％

少数株主損益 2,9022,464 ▲438 ▲15.1％

持分法投資損益 ▲90▲186 ▲96 ▲106.7％

連結決算（米国基準）の概要
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連結営業収益の内訳

営業収益は、前年度比▲0.6％（▲647億円）の減収
・固定音声関連収入は、基本料の値下げ及びプッシュ回線使用料廃止、通話料等の減少傾向により減

〔 ▲5.5％（▲1,954億円）〕
・移動音声関連収入は、戦略的な料金改定により減 〔 ▲2.8％（ ▲903億円）〕
・ＩＰ系･パケット通信収入は、Ｂフレッツ、ＦＯＭＡの拡販により増 〔 ＋10.2％（＋1,805億円）〕
・端末機器販売収入は、携帯電話端末販売数の減少により減 〔 ▲13.9％（ ▲959億円）〕
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固定音声関連サービス

3 5 ,7 8 1 3 3 ,8 2 7

0

1 0 ,0 0 0

2 0 ,0 0 0

3 0 ,0 0 0

4 0 ,0 0 0

5 0 ,0 0 0

H1 6 / 通期 H1 7 / 通 期

移動音声関連サービス

3 2 ,1 6 1 3 1 ,2 5 8

0

1 0 ,0 0 0

2 0 ,0 0 0

3 0 ,0 0 0

4 0 ,0 0 0

5 0 ,0 0 0

H1 6 / 通期 H1 7 / 通期

IP系・パケット通信サービス

1 7 ,7 2 7 1 9 ,5 3 3

0

1 0 ,0 0 0

2 0 ,0 0 0

3 0 ,0 0 0

4 0 ,0 0 0

5 0 ,0 0 0

H1 6 / 通期 H1 7 / 通期

＋1,805億円

＋10.2％

▲903億円

▲2.8％

端末機器販売・SI・その他

5 ,9 2 26 ,8 8 1

9 ,7 6 69 ,1 0 3

7 ,1 0 66 ,4 0 6

0

1 0 ,0 0 0

2 0 ,0 0 0

3 0 ,0 0 0

4 0 ,0 0 0

5 0 ,0 0 0

H1 6 / 通期 H1 7 /通 期

通信端末機器販売 ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ その他

通信端末機器販売 ▲959億円

ｼｽﾃﾑｲﾝﾃｸﾞﾚｰｼｮﾝ ＋663億円

その他 ＋700億円

▲1,954億円

▲5.5％

（単位：億円）
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※3. 加入電話は、一般加入電話、ビル電話の合計であります（加入電話・ライトプランを含む）。
※4. INSネット1500はチャネル数、伝送速度、回線使用料（基本料）いずれについてもINSネット64の10倍程度であることから、INSネット1500の1契約をINSネット64の10倍に換算しております（INSネット64・ライトを含む）。

フレッツサービス及び加入電話・ＩＮＳネットの契約数

（単位：千契約）

（単位：千契約）

加入電話・INSネット契約数

フレッツサービス契約数

※1. Bフレッツは、NTT西日本のフレッツ・光プレミアムを含めて記載しております。
※2. 光IP電話は、チャネル数（単位：千）を記載しております。

50,714 50,938 50,321 46,911 41,921

10,128 9,135 8,467 7,859 6,926

0
20,000
40,000
60,000
80,000

H15/3 H16/3 H17/3 H18/3 H19/3 E

199 840 1,665
3,419

6,119
2,558

4,089
5,208

5,682

5,582

0
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000

H15/3 H16/3 H17/3 H18/3 H19/3 E

加入電話

INSネット

合計

フレッツADSL

Ｂフレッツ

60,84260,842 60,0760,0722 58,78858,788

2,7562,756
4,9294,929

6,8726,872
9,1019,101

光IP電話

1111,,701701

【対前年度期末純増数】

▲4,018

▲608

▲3,410

▲933▲667▲993▲1,022

▲5,923▲1,284▲769▲1,046

▲4,990▲617224▲24

▲1004741,1191,5311,590

1,754 2,700824642181

（参考）

【対前年度期末純増数】

54,54,770770 4848,,847847

※3

※4

※2

Copyright(c) 2006 日本電信電話株式会社

863 2,1004
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4
867

※1

フレッツADSL
Bフレッツ
光IP電話

ISDN
加入電話

2,967



H17/1Q H17/2Q H17/3Q H17/4Q

加入電話及びＩＮＳネットのＡＲＰＵ

6,000

5,800

5,600

2,800

2,600

INSﾈｯﾄ
東

西

加入電話
東

西

3,000

5,400

H16/1Q H16/2Q H18通期 EH16/3Q

（西）加入電話

（東）加入電話

H16/4Q

5,200

3,200

（西）INSﾈｯﾄ

（東）INSﾈｯﾄ

（注）各ARPUの算定方法等については、参8ページをご参照下さい。

※ H17/1Qより、お客様が東日本会社又は西日本会社の固定電話から事業者識別番号をダイヤルしたうえで携帯電話への通話を
ご利用していただいた場合の収入は、全て東日本会社又は西日本会社の通話料収入に計上されることとなっております。

※ ※ ※
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5,400

5,560

5,3405,3905,4005,3205,5205,5305,530

5,4905,5405,5505,3705,5705,5605,560

※

2,690

2,790

2,6702,6902,6702,6602,9002,8802,860

2,7702,7802,7702,7303,0002,9702,960

（単位：円）

※
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5,4005,3805,480

5,5505,5305,510

H17通期H16通期

2,6602,6802,830

2,7702,7802,920

【四半期】 【通期】

※
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携帯電話及びiモードの契約数

44,149 4 6 , 3 2 8 4 8 , 8 2 5 5 1 , 1 4 4 5 2 , 9 0 0

3 3 0 3 , 0 4 5

1 1 , 5 0 1

2 3 , 4 6 3

3 5 , 0 0 0

0

2 0 , 0 0 0

4 0 , 0 0 0

6 0 , 0 0 0

H 1 5 / 3 H 1 6 / 3 H 1 7 / 3 H 1 8 / 3 H 1 9 / 3  E

（単位：千契約）

(再)FOMA

携帯電話

11,963

2,319

11,5378,4562,715241

1,7562,4972,1803,137

※ 携帯電話契約数にはDoPaシングルサービス契約数を含めております。

※

37, 7 5 8
4 1 , 0 7 7 4 4 , 0 2 1 4 6 , 3 6 0 4 7 , 9 0 0

3 0 3 2 , 9 9 7

1 1 , 3 5 3

2 2 , 9 1 4

0

2 0 , 0 0 0

4 0 , 0 0 0

6 0 , 0 0 0

H 1 5 / 3 H 1 6 / 3 H 1 7 / 3 H 1 8 / 3 H 1 9 / 3  E

（単位：千契約）

iモード

(再)FOMA 11,561

2,339

-8,3562,694-

1,5402,9443,3195,602

携帯電話契約数

iモード契約数
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(再)FOMA
携帯電話

(再)FOMA
iモード

【対前年度期末純増数】

【対前年度期末純増数】
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携帯電話のＡＲＰＵ

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

携帯電話（FOMA+mova）

携帯電話（FOMA）

携帯電話（mova）

（単位：円）

携帯電話
（FOMA+mova）

携帯電話
（FOMA）

H16/1Q H16/2Q H18通期 EH16/3Q H16/4Q

携帯電話
（mova）

H17/1Q

(注2)各ARPUの算定方法等については、参8ページをご参照下さい。

H17/2Q
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6,920 6,7207,0506,9406,9207,1707,3407,400

H17/3Q

8,650 8,2609,0509,0909,2809,6509,89010,240

5,910 5,5406,1406,1906,3006,7106,9907,150

H17/4Q

6,6906,9107,200

H17通期H16通期

7,7908,7009,650

5,2405,9706,800

【四半期】 【通期】

(注1)国際サービス収入の増加傾向に鑑み、平成18年3月期より、移動通信事業における各ARPU項目について国際サービス収入を含めて記載しております。



連結営業費用の内訳
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営業費用は、前年度比▲0.5％（▲442億円）の削減
・人件費は、人員減により減少 〔 ▲2.4％（ ▲477億円）〕
・物件費は、ソリューションやノントラヒックビジネスなど増収施策経費の増等により増加

〔 ＋2.5％（＋1,237億円）〕
・減価償却費は減少 〔 ▲1.4％（ ▲308億円）〕
・その他の営業費用は、固定資産除却費の減少等により減少 〔 ▲17.9％（ ▲895億円）〕

人件費

19 ,7 7 92 0 , 2 5 6

0

10 ,000

20 ,000

30 ,000

40 ,000

50 ,000

60 ,000

H1 6/ 通 期 H17 / 通期

物件費

4 9 ,2 6 7 5 0 , 5 0 5

0

10 ,000

20 ,000

30 ,000

40 ,000

50 ,000

60 ,000

H1 6 / 通期 H1 7 / 通期

減価償却費

21,417 21 ,109

0

10 ,000

20 ,000

30 ,000

40 ,000

50 ,000

60 ,000

H 16/通 期 H 17/通 期

▲477億円

▲2.4％

＋1,237億円

+2.5％

▲308億円

▲1.4％

その他

5,006
4 ,112

0

10 ,000

20 ,000

30 ,000

40 ,000

50 ,000

60 ,000

H 16/通 期 H 17/通 期

▲895億円

▲17.9％

（単位：億円）
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セグメント別収支状況

+336

712

+226

12,107

+562

12,819

その他の
事業

+36

405

+511

8,468

+547

8,873

データ
通信事業

▲323

112

+225

▲18,724

▲98

▲18,613

ｾｸﾞﾒﾝﾄ間
消去

対前年
増減額

95,50439,33211,37742,944営業費用

▲442▲1,272＋353▲484

対前年
増減額

営業利益

営業収益 107,41147,65912,00144,673

▲647▲787＋353▲1,223
対前年
増減額

連結
移動通信
事業

長距離・
国際通信
事業

地域通信
事業

11,9078,3266241,729

+0 ▲205+485▲739

（単位：億円）

・地域通信事業は、固定通信収入の減少により前年度比減収（▲1,223億円）、人件費、減価償却費等のコスト削減を実施
したものの営業減益（▲739億円）

・長距離・国際通信事業は、ＩＰ系収入およびソリューション収入等の増加により前年度比増収（+353億円）、アクセス
チャージの増等により営業利益は横ばい

・移動通信事業は、端末販売収入の減少等により前年度比減収（▲787億円）、収益連動経費の減少および前年にＰＨＳ事
業の減損損失を計上していることから営業増益（+485億円）

・データ通信事業は、法人および金融向け分野の業績拡大、および連結子会社の拡大により前年度比増収（+547億円）、
営業増益（+36億円）

・その他の事業は、業容拡大により前年度比増収（+562億円）、営業増益（+336億円）
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↑36

連結営業利益のセグメント別増減要因

12,112
11,907

Ｈ16通期

長距離・

国際通信

事業

セグメント

地域通信

事業

セグメント

その他の

事業

セグメント
セグメント間
取引消去

↑485

↓323
データ通信

事業

セグメント

↑336

H17通期

↓739

移動通信

事業

セグメント

11,000

10,000

12,000

（単位：億円）

13,000
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↑0
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連結業績予想の概要

次期業績予想

（億円）

当期実績

（億円）

増減

（億円／％）

営業収益 108,000 107,411 +589 +0.5％

営業費用 96,000 95,504 +496 +0.5％

営業利益 12,000 11,907 +93 +0.8％

税引前利益 11,750 13,059 ▲1,309 ▲10.0％

当期純利益 5,000 4,987 +13 +0.3％
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連結業績予想の内訳
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（単位: 億円）
営業収益

Copyright(c) 2006 日本電信電話株式会社

営業費用

営業利益

107,411
108,000

↑2,507

ＳＩ・端末収入等

↓3,885
ＩＰ系・パケット

通信収入

Ｈ17実績 H18業績予想

95,504
96,000

↑1,967

音声関連収入

対前年
+589(+0.5%)

↑1,066

減価償却費・除却費

↓231

物件費等

↓339

人件費

対前年
+496(+0.5%)

11,907 12,000対前年+93(+0.8%)



参考資料

1. 連結貸借対照表の状況
2. 連結キャッシュ・フローの状況
3. 従業員数・有利子負債・設備投資額の状況
4. 経営指標の状況
5. 連結及び主要な会社別の平成17年度決算状況
6. 連結及び主要な会社別の平成18年度通期業績予想
7. （参考）経営指標の調整表
8. （参考）ＡＲＰＵの算定方法等
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連結貸借対照表の状況

資産
18兆8,862億円

資産
18兆8,862億円

[ 資産合計 19兆 986億円] [ 負債・資本合計 19兆 986億円][ 合計 18兆8,862億円 ▲2,124億円 ]

H16期末

資産
19兆 986億円

資産
19兆 986億円

負債
10兆6,007億円

負債
10兆6,007億円

資産
▲2,124億円

(再)
有形固定資産
10兆4,806億円

負債
10兆2,535億円

負債
10兆2,535億円

(再)
有利子負債

5兆2,962億円

負債
▲3,472億円

少数株主持分
＋1,239億円

資本
+109億円

(再)
有利子負債

5兆5,258億円

(再)
繰延税金資産
(固定資産)

1兆1,275億円

(再)
繰延税金資産
(固定資産)

9,481億円

(再)
現預金及び現金
同等物・短期投資

1兆6,464億円

▲1,796億円

(再)
現預金及び現金
同等物・短期投資

1兆4,668億円
(再)
未払退職年金費用

1兆6,847億円

(再)
未払退職年金費用

1兆8,611億円

H17期末H16期末

▲446億円

▲1,794億円

(再)
有形固定資産

10兆4,359億円

▲1,763億円

▲2,297億円

少数株主持分
1兆8,532億円

少数株主持分
1兆8,532億円

資本
6兆7,795億円

資本
6兆7,795億円

(再)利益剰余金
3兆7,473億円

(再)自己株式
▲9,071億円

少数株主持分
1兆7,293億円

少数株主持分
1兆7,293億円

資 本
6兆7,686億円

資 本
6兆7,686億円

(再)利益剰余金
3兆3,349億円

(再)自己株式
▲3,671億円

▲5,400億円

+4,124億円
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連結キャッシュ・フローの状況

営業ＣＦは、前年度比14.6％（4,131億円）の増加

・法人税等支払額（純額）の減少（4,111億円）

投資ＣＦにおける資金の減少は、前年度比で17.5％（▲3,089億円）の増加

・前年度のAT&T Wireless株式売却等の影響で長期投資売却による収入の減少（▲7,178億円）

・三井住友カ－ドや韓国ＫＴＦ社への出資等、長期投資による支出の増加（▲▲773773億円億円）

・資金運用に伴う短期投資の増減影響（4,985億円）

財務ＣＦにおける資金の減少は、前年度比で2.5％（▲279億円）の増加

・自己株式取得による支出の増加（▲1,729億円）・長期借入金等の返済額の減少（939億円）

現預金及び現金同等物は、当年度期首比2.1％（289億円）増加し、1兆4,108億円

- 参2 -

14,314

▲ 17,684

28,298

13,820

▲ 11,120

13,820

▲ 20,773

32,429

▲ 11,399

14,108

▲ 30,000

▲ 20,000

▲ 10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

期首残高 営業CF 投資CF 財務CF 期末残高

H16/通期

H17/通期

（億円）
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0

5,000

10,000

15,000

20,000

従業員数・有利子負債・設備投資額の状況

（単位: 人） （単位: 億円）

（注） 期末の従業員数には、期末に退職後、翌期初に再雇用される人員を含んでおりません。

従業員数 有利子負債

55,258

（単位: 億円）

設備投資額

H17/通期 H18/通期E

20,574

0
H16/期末 H18/期末E

201,500

0

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

45,000

50,000

55,000

60,000
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H17/期末 H16/期末 H18/期末EH17/期末 H16/通期
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52,962

50,200

21,919
21,400

199,100
194,600



Ｅ Ｂ Ｉ Ｔ Ｄ Ａ
マ ー ジ ン

営業ﾌﾘｰｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

Ｒ Ｏ Ｃ Ｅ

H16通期 H17通期

32.8％ 32.1％

14,822億円 12,507億円

5.8％ 5.8％

（注）

区 分

1．ＥＢＩＴＤＡマージン ＝ (営業利益＋減価償却費及び固定資産除却損)／売上高

2．営業フリーキャッシュ・フロー ＝ 営業利益＋減価償却費及び固定資産除却損－設備投資

3．ＲＯＣＥ ＝ 営業利益×（１－法定実効税率）／稼動使用資本

※経営指標の算定方法については、参7ページをご参照ください。

経営指標の状況

Copyright(c) 2006 日本電信電話株式会社

H18通期 E

31.8％

12,900億円

5.8％
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連結及び主要な会社別の平成17年度決算状況

- 参5 -

NTT
東日本

＜国内単独＞

NTT
西日本

＜国内単独＞

NTT
コム

＜国内単独＞

NTT連結

＜米国基準＞

当 期 純 利 益

税引前利益

営 業 収 益

区 分

営 業 利 益

NTT
データ

＜国内連結＞

NTT
ドコモ

＜米国連結＞

NTT
（持株）

＜国内単独＞

営 業 費 用

※1

（単位：億円）

※1．連結子会社 425社 持分法適用会社 100社

※2．ＮＴＴ（持株）～ＮＴＴデータの税引前利益欄には、経常利益を記載しております。

Copyright(c) 2006 日本電信電話株式会社

対 前 年 増 減 額
（増減率)

対 前 年 増 減 額
（増減率)

対 前 年 増 減 額
（増減率)

対 前 年 増 減 額
（増減率)

対 前 年 増 減 額
（増減率)

▲ 787
(▲ 1.6%)

531
(6.2%)

378 
(3.5%)

▲ 684
(▲ 3.3%)

▲ 555
(▲ 2.5%)

161
(5.0%) 

47,6599,07211,278 20,29621,2533,393

▲ 647
(▲ 0.6%)

107,411

▲ 1,272
(▲ 3.1%)

455
(5.6%)

401 
(3.9%)

▲ 303
(▲ 1.5%)

▲ 338
(▲ 1.6%)

▲ 89
(▲ 5.0%)

39,3328,60410,60319,97520,5931,706

▲ 442
(▲ 0.5%)

95,504

485
(6.2%)

75
(19.3%)

▲ 23
(▲3.3%)

▲ 381
(▲54.3%)

▲ 217
(▲24.8%)

250
(17.4%)

8,3264686753206591,687

▲ 205
(▲ 1.7%)

11,907

▲ 3,359
(▲26.1%)

98
(30.7%)

38  
(5.7%)

▲ 235
(▲29.5%)

▲ 134
(▲13.7%)

202
(13.3%)

9,5234207185658421,719

▲ 4,174
(▲24.2%)

13,059

▲ 1,371
(▲18.3%)

80
(40.2%)

68
(27.8%)

▲ 83
(▲20.4%)

▲ 68
(▲11.8%)

▲ 616
(▲13.5%)

6,1052813143265123,940

▲ 2,115
(▲29.8%)

4,987

※2 ※2 ※2 ※2 ※2



連結及び主要な会社別の平成18年度通期業績予想
（単位：億円）

※ＮＴＴ（持株）～ＮＴＴデータの税引前利益欄には、経常利益を記載しております。
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NTT
東日本

＜国内単独＞

NTT
西日本

＜国内単独＞

NTT
コム

＜国内単独＞

当 期 純 利 益

税引前利益

営 業 収 益

区 分

営 業 利 益

NTT
データ

＜国内連結＞

NTT
ドコモ

＜米国連結＞

営 業 費 用

対 前 年 増 減 額
（増減率)

対 前 年 増 減 額
（増減率)

対 前 年 増 減 額
（増減率)

対 前 年 増 減 額
（増減率)

対 前 年 増 減 額
（増減率)

721
(1.5%)

928
(10.2%)

▲ 248
(▲ 2.2%)

▲ 556
(▲ 2.7%)

▲ 683
(▲ 3.2%)

176
(5.2%) 

48,38010,00011,030 19,74020,5703,570

589
(0.5%)

108,000

948
(2.4%)

646
(7.5%)

▲ 253
(▲ 2.4%)

▲ 455
(▲ 2.3%)

▲ 673
(▲ 3.3%)

▲ 66
(▲ 3.9%)

40,2809,25010,35019,52019,9201,640

496
(0.5%)

96,000

▲ 226
(▲2.7%)

282
(60.0%)

4
(0.6%)

▲ 100
(▲31.3%)

▲ 9
(▲ 1.4%)

242
(14.4%)

8,1007506802206501,930

93
(0.8%)

12,000

▲ 1,373
(▲14.4%)

270
(64.2%)

▲ 38
(▲ 5.3%)

▲ 265
(▲46.9%)

▲ 42
(▲ 5.0%)

260
(15.2%)

8,1506906803008001,980

▲ 1,309
(▲ 10.0%)

11,750

▲ 1,225
(▲20.1%)

149
(52.5%)

125
(39.9%)

▲ 156
(▲48.0%)

▲ 32
(▲ 6.3%)

▲ 1,980
(▲50.3%)

4,8804304401704801,960

13
(0.3%)

5,000

NTT連結

＜米国基準＞

NTT
（持株）

＜国内単独＞

※ ※ ※ ※ ※



（参考）経営指標の調整表

EBITDAマージン

H16通期経営指標 内 訳 H18通期 E

（単位：億円）

- 参7 -

* 設備投資額は、有形固定資産及び無形資産の取得に要した発生主義ベースでの把握金額を記載しており、連結キャッシュ・フロー計算書上の
「有形固定資産の取得による支出」及び「無形資産及びその他の資産の取得」の金額とは、以下の差額が生じております。

③ EBITDA [①＋②]

② 減価償却費及び固定資産除却損

① 営業利益

34,426

22,519

11,907

35,396

23,284

12,112

34,300

22,300

12,000

合 計

無 形 資 産 及 び そ の 他 の 資 産 の 取 得

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

21,547

5,437

16,110

21,597

4,633

16,963

H16通期

④ 売上高 108,059 107,411 108,000

営業ﾌﾘｰｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ ③ EBITDA [①＋②]

② 減価償却費及び固定資産除却損

① 営業利益

34,426

22,519

11,907

35,396

23,284

12,112

34,300

22,300

12,000

④ 設備投資 20,574 21,919 21,400

ＲＯＣＥ ② 営業利益×（1－法定実効税率）

（法定実効税率）

① 営業利益

7,036

41％

11,907

7,157

41％

12,112

7,080

41％

12,000

③ 稼動使用資本 123,070 121,851 121,394

EBITDAマージン [③/④×100] 32.8％ 32.1％

営業ﾌﾘｰｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ [③－④] 14,822 12,507

ＲＯＣＥ [②/③×100] 5.8％ 5.8％

設備投資との差額 973

*

Copyright(c) 2006 日本電信電話株式会社

31.8％

12,900

5.8％

▲322

H17通期

H17通期



（参考）ＡＲＰＵの算定方法等

1契約当たりの月間平均収入（ARPU）は、契約者1人当たりの平均的な月間営業収益を計るために使われます。固定通信事業の場合、ARPUは、地域通信事業の営業収益のうち、

加入電話サービスやISDNの提供により得られ毎月発生する収入を、当該サービスの稼動契約数で除して計算されます。移動通信事業の場合、ARPUは、移動通信事業の営業収

益のうち、携帯電話（mova）や携帯電話（FOMA）のサービス提供により得られ毎月発生する収入（基本料、通信料/通話料）を、当該サービスの稼動契約数で除して計算され

ます（これら数字の計算からは、各月の平均的な利用状況を表さない端末機器販売、契約事務手数料などは除いています）。こうして得られたARPUは各月のお客様の平均的

な利用状況を把握する上で有用な情報を提供するものであると考えております。なお、ARPUの分子に含まれる収入は米国会計基準による連結決算値を構成する財務数値によ

り算定しております。

①NTT東日本及びNTT西日本のそれぞれの固定通信事業におけるARPUは、2種類に分けて計算をしております。

・加入電話サービスにおける基本料、通話料、フレッツADSLからの収入に基づいて計算される加入電話ARPU。

・ISDNにおける基本料、通信・通話料、フレッツISDNからの収入に基づいて計算されるISDN ARPU。

②加入電話ARPU及びISDN ARPUには相互接続通話料が含まれておりません。

③ISDN ARPUの算定上、INSネット1500は、チャネル数、伝送速度、回線使用料（基本料）いずれについてもINSネット64の10倍程度であることから、INSネット1500の1契約をINSネット64の10倍に
換算しております。

④平成18年3月期第1四半期より、NTT東日本及びNTT西日本の固定電話から事業者識別番号をダイヤルしたうえで、携帯電話への通話を行った場合の収入は、すべてNTT東日本及びNTT西日本の通話
料収入に計上されております。

⑤移動通信事業におけるARPUは、以下の3種類に分けて計算をしております。

・携帯電話総合ARPU（FOMA+mova） ＝ 音声ARPU（FOMA+mova）+パケットARPU（FOMA+mova）

- 音声ARPU（FOMA+mova）は、FOMA及びmovaサービスによる音声サービスの基本料や通話料の収入に基づいており、また、パケットARPU（FOMA+mova）は、FOMAサービスによるパケッ
トサービスの基本料や通信料の収入及びmovaサービスによるiモードサービスの基本料や通信料の収入に基づいております。

・携帯電話総合ARPU（FOMA） ＝ 音声ARPU（FOMA）+パケットARPU（FOMA）

- 音声ARPU（FOMA）は、音声サービスの基本料や通話料の収入に基づいており、また、パケットARPU（FOMA）は、パケットサービスの基本料や通信料の収入に基づいており、いずれ
もFOMAサービスによるものです。

・携帯電話総合ARPU（mova） ＝ 音声ARPU（mova）+iモードARPU（mova）

- 音声ARPU（mova）は、音声サービスの基本料や通話料の収入に基づいており、また、iモードARPU（mova）は、iモードサービスの基本料や通信料の収入に基づいており、いずれも
movaサービスによるものです

⑥国際サービス収入の増加傾向に鑑み、平成18年3月期より、移動通信事業における各ARPU項目について国際サービス収入を含めて記載しております。

平成19年3月期予想および平成18年3月期年間、第1四半期、第2四半期、第3四半期および第4四半期実績の各ARPUに含まれている国際サービス分のARPUの数値は下記の通りです。
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20円
70円
40円

第4四半期（1月～3月）実績

30円
70円
40円

第3四半期（10月～12月）実績

平成19年3月期

年間予想

平成18年3月期

年間実績 第2四半期（7月～9月）実績第1四半期（4月～6月）実績

60円40円30円40円携帯電話総合ARPU（FOMA+mova）
80円70円60円70円携帯電話総合ARPU（FOMA）
40円30円20円30円携帯電話総合ARPU（mova）

30円

第4四半期（1月～3月）実績

30円

第3四半期（10月～12月）実績

平成17年3月期

年間実績 第2四半期（7月～9月）実績第1四半期（4月～6月）実績

20円20円20円携帯電話総合ARPU（FOMA+mova）

⑦通信モジュールサービスは、携帯電話ARPUの算定上、収入、契約数ともに含めておりません。
⑧ARPU算出時の稼動契約数の計算式は以下のとおりであります。

通期実績/予想 ＝ 4月～3月までの各月稼動契約数｛（前月末契約数 + 当月末契約数）÷2｝の合計
第1四半期実績 ＝ 4月～6月までの各月稼動契約数｛（前月末契約数 + 当月末契約数）÷2｝の合計
第2四半期実績 ＝ 7月～9月までの各月稼動契約数｛（前月末契約数 + 当月末契約数）÷2｝の合計
第3四半期実績 ＝ 10月～12月までの各月稼動契約数｛（前月末契約数 + 当月末契約数）÷2｝の合計
第4四半期実績 ＝ 1月～3月までの各月稼動契約数｛（前月末契約数 + 当月末契約数）÷2｝の合計

なお、過去の実績には国際サービス分を含めておりませんが、当該期間の国際サービス収入を元に算出した携帯電話総合ARPU（FOMA+mova）の国際サービス分は、下記の通りです。

Copyright(c) 2006 日本電信電話株式会社


